
国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）（抄） 
 
（退職手当審査会） 

第十八条 内閣府に、退職手当審査会を置く。 
２ 退職手当審査会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を

処理する。 
３ 前項に定めるもののほか、退職手当審査会の組織及び委員その他の職員そ

の他退職手当審査会に関し必要な事項については、政令で定める。 
 
（退職手当審査会等への諮問） 

第十九条 退職手当管理機関（第五項から第七項までに規定する退職手当管理

機関を除く。）は、第十四条第一項第三号若しくは第二項、第十五条第一項、

第十六条第一項又は第十七条第一項から第五項までの規定による処分（以下

この条において「退職手当の支給制限等の処分」という。）を行おうとすると

きは、退職手当審査会に諮問しなければならない。 
２ 退職手当審査会は、第十四条第二項、第十六条第一項又は第十七条第一項

から第五項までの規定による処分を受けるべき者から申立てがあつた場合に

は、当該処分を受けるべき者に口頭で意見を述べる機会を与えなければなら

ない。 
３ 退職手当審査会は、必要があると認める場合には、退職手当の支給制限等

の処分に係る事件に関し、当該処分を受けるべき者又は退職手当管理機関に

その主張を記載した書面又は資料の提出を求めること、適当と認める者にそ

の知つている事実の陳述又は鑑定を求めることその他必要な調査をすること

ができる。 
４ 退職手当審査会は、必要があると認める場合には、退職手当の支給制限等

の処分に係る事件に関し、関係機関に対し、資料の提出、意見の開陳その他

必要な協力を求めることができる。 
５ 前各項の規定は、国会職員法第一条に規定する国会職員に係る退職手当管

理機関が退職手当の支給制限等の処分を行おうとするときについて準用する。

この場合において、これらの規定中「退職手当審査会」とあるのは、「両議院

の議長が両議院の議院運営委員会の合同審査会に諮つて定める機関」と読み

替えるものとする。 
６ 第一項から第四項までの規定は、裁判官又は裁判所の職員に係る退職手当

管理機関が退職手当の支給制限等の処分を行おうとするときについて準用す

る。この場合において、これらの規定中「退職手当審査会」とあるのは、「最

高裁判所規則で定める機関」と読み替えるものとする。 

資料３ 



７ 第一項から第四項までの規定は、会計検査院の検査官又は職員に係る退職

手当管理機関が退職手当の支給制限等の処分を行おうとするときについて準

用する。この場合において、これらの規定中「退職手当審査会」とあるのは、

「会計検査院規則で定める機関」と読み替えるものとする。 


